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　北海道大学名誉教授　鈴木章先生は、12月10日にスウェーデンの首都ストックホル
ムで開かれた授賞式において、2010年のノーベル化学賞を受賞しました。 

　鈴木章先生は、昭和5（1930）年9月12日、北海道鵡川町でお生まれになりました。
昭和35（1960）年北海道大学理学研究科博士課程を修了後、昭和36（1961）年同
工学部合成化学工学科助教授、昭和48（1973）年同応用化学科教授に昇任され、平成
6（1994）年停年退官、北海道大学名誉教授となっております。
　その後平成6（1994）年から岡山理科大学教授、平成7（1995）年から平成14

（2002）年まで倉敷芸術科学大学教授を務められ、先生のライフワークでありますホウ
素化学の研究を展開されました。
　この間、昭和38（1963）年から2年間H. C. Brown研究室（米国Purdue大学）博士
研究員として、有機ホウ素化合物の合成と利用に関する研究に従事、帰国後この分野をさ
らに発展させ世界をリードする多くの卓越した業績を挙げております。
　中でも昭和54（1979）年に報告されたパラジウム触媒を用いる有機ホウ素化合物の
クロスカップリング反応は有機合成化学のみならず、触媒化学や材料科学などの広い分野
に多大な影響を及ぼした御研究であり、今回の受賞理由となった"Suzuki coupling反応"
として広く世界的に認知される新たな研究分野を開拓されました。反応は広範な一般性と
実用性を有しており、医薬品を含む数々の生理活性天然物合成に利用されております。

北海道大学名誉教授　鈴木  章 先生  ノーベル化学賞受賞！

　大学の経済波及効果は、本来、「人材供給
や研究成果による効果」、「事業所立地誘発
効果」に、「生産波及効果」を加えて総合的
に捉える必要がありますが、定量化の手法が
確立している生産波及効果のみで推計しまし
た。なお、このような方法は、いくつかの国
立大学でも行われています。
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　本学の様々な活動から地域に生じている経済波及効果を定量的に把握し、地域経済への影響を明らかにして、地域社会との連
携強化を図る材料の一つとするため、民間のシンクタンクに委託して大学の支出や学生・教職員の消費などから生じる経済波及
効果（生産波及効果や雇用効果など）を推計しました。
　その結果、生産波及効果が2,008億円（直接効果734億円＋波及効果1,274億円）、雇用効果が23,740人（教職員7,968
人＋総合効果15,772人）となりました。

※調査は、財団法人日本開発構想研究所（東
京都港区）に委託し、本学の経費支出デー
タ等を基に北海道産業連関表（北海道開発
局）を用いて推計しました。
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北海道大学の生産波及効果2,008億円は、
札幌雪まつりの7.5倍、北海道新幹線札幌開通後
の1.4倍になっています。

国立大学法人会計について
企業会計、官庁会計との比較

国立大学法人会計 企業会計 官庁会計
認 識 基 準 発生主義 発生主義 現金主義
記 帳 形 式 複式簿記 複式簿記 単式簿記

対 象

国立大学法人の会計
公共的な性格を有し、利益の獲得を目的と
せず、独立採算制を前提としない等の独立
行政法人の特性に加え、主たる業務内容が
教育・研究である等の特性を持つ国立大学
法人における財産の管理その他の経済活動
とこれに関連する事象

営利企業の会計
企業すなわち営利を目的とする経済組織体
における財産の管理その他の経済活動とこ
れに関連する事象

国や地方公共団体の会計
国又は地方公共団体における歳入・歳出及
び財産の管理などの経済活動や関連事象

主 目 的

財政状態・運営状況の開示、業績評価のた
めの情報

国民から負託された経済資源を情報開示の
対象とし、国民に対し
①国立大学法人の財政状態、経営状況も加

味した運営状況を開示
②国立大学法人の業績の適正な評価に寄与

財政状態・経営成績の開示

企業と密接な関係にある外部利害関係者に
対し
①委託された財の管理・運営に関する受託

責任の明確化
②財の分配に与資
③意志決定が合理的にできる会計情報の提

供

予算とその執行状況の開示

行政目的に応じ，国の財産（特に現金）を
どの様に費消したかを記録、計算及び整理

利 害 関 係 者 国民その他の利害関係者 株主、投資家、債権者等 国民、住民

決 算 書 類

・貸借対照表
・損益計算書
・キャッシュ・フロー計算書
・利益の処分又は損失の処理に関する書類
・国立大学法人等業務実施コスト計算書
・附属明細書

・貸借対照表
・損益計算書
・株主資本等変動計算書
・個別注記表
・キャッシュ・フロー計算書
・附属明細書

・歳入歳出決算報告書
・歳入決算報告書
・歳出決算報告書
・継続費決算報告書
・国の債務に関する計算書

会計基準・法令 国立大学法人会計基準※ 企業会計原則 財政法、会計法、予算決算及び会計令

※国立大学法人の特有な会計処理として、以下のようなものがあります。

Ⅰ．業務運営の会計処理
₁資金受領時に負債計上

・運営費交付金、授業料、寄附金は、受領時ただちに収益とせず、教育研究等の業務を実施する義務があることから、
いったん負債に整理します。

₂附属病院は、民間同様の会計処理
・附属病院においては、診療行為の実施により多額の収入を得ることから、当該診療行為に対する費用対効果の観点から

経営成績を加味した民間企業と同様の会計処理を行うこととされており、収入の受領時ただちに収益とします。

₃損益均衡
・国立大学法人は、利益の獲得を目的としていないため、通常の運営を行えば損益均衡となる会計制度となっています。
・運営費交付金、授業料は、原則として期間の経過に伴い業務が実施されたとみなし、負債を収益に振り替えることとさ

れています。（期間進行基準）
・寄附金は、費用が発生する都度、同額を負債から収益に振り替えます。

Ⅱ．固定資産取得の会計処理
₁損益均衡

・運営費交付金、授業料、寄附金で固定資産（償却資産）を取得した場合、資産相当額の負債をいったん「資産見返負
債」という将来の減価償却費（費用）に対応する負債に振り替え、毎期発生する減価償却費に相当する額を収益に振り
替えることとされています。

₂損益外減価償却
・基盤的財産である建物等の更新は、国が施設費として措置する仕組みとされており、国立大学法人の責任の範囲外であ

るとの考え方から、これらに係る減価償却費については、損益計算に含めず損益外減価償却累計額として整理し、資本
剰余金を減少することとされています。

₃附属病院の業務損益（特有の処理ではありませんが、借入金返済による多額の利益が発生します。）

・附属病院は、診療に係る施設設備等について、主として財政投融資からの借入金で整備していますが、その返済は、基
本的には附属病院収入から行うこととされています。

・附属病院は、借入金返済のため多額の利益を獲得しなければなりませんが、返済のための支出により現金は残っておら
ず、構造的に借入金返済額が借入金により整備した資産の減価償却費よりも大きいことから、資金の裏付けのない利益
が発生します。

Ⅰ．業務運営の会計処理

Ⅱ．固定資産取得の会計処理



　大学の自主性・自立性をこれまで以上に発揮するために、2006年創基130年目の挑戦として、独自の基金を設けることが
不可欠であるとの認識に立ち、広く企業、個人、同窓生及び教職員の皆
様方にご支援をいただきたく「北大フロンティア基金」を創設いたしま
した。

平成21事業年度財務諸表

フロンティア基金受入状況	 （単位：百万円）
18年度 19年度 20年度 21年度 合　計

収入 197 715 335 375 1,624
注）各金額は単位未満を切り捨てているため、合計は一致しません。

　大学の研究者が企業等から委託を受けて研究を行う「受託研究」及び大学の研究者と企業等とが共同で研究に取り組む「共同研
究」における本学の実績は以下のとおりです。産学連携への取り組みにより、受入件数及び受入金額は増加傾向で推移しています。
　今後も、長期的視野を持った基礎研究から社会の要請に応える応用研究まで、創造性豊かな研究を行い、その成果を社会に還元
していきます。
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16年度 151 17 60 57 14 15 19 14 23 370
17年度 180 33 73 56 16 14 12 6 34 424
18年度 180 35 77 40 27 35 13 4 43 454
19年度 158 35 68 37 30 29 13 5 64 439
20年度 156 31 86 44 45 27 12 5 43 449
21年度 216 30 90 42 35 55 8 4 24 504
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16年度 84 37 28 30 13 43 11 9 4 259
17年度 139 28 33 60 11 44 16 4 12 347
18年度 130 16 42 42 22 91 7 2 10 362
19年度 136 16 47 48 28 119 3 1 15 413
20年度 146 16 51 57 28 153 2 7 13 473
21年度 147 27 44 48 33 149 4 3 6 461

　寄附金は、大学において企業や個人篤志家から研究教育の奨励を目的と
する寄附金を受け入れて、学術研究や教育の充実発展に活用する制度です。
　寄附金は、各種研究設備や図書等の充実など寄附の趣旨に沿って機動的に
使用され、その成果を通じて、本学のみならず広く社会に貢献しております。
　また、教育研究の奨励を目的とする企業等からの寄附を有効に活用して、
大学の自主性及び主体性のもとに「寄附講座・寄附研究部門」を設置・運営
する制度もあります。
　なお、右記のグラフは、「寄附講座・寄附研究部門」を含めた大学全体の
寄附金受入額を示しています（図書等の現物寄附を除く）。
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運営費交付金予算額の推移　運営費交付金とは、大学の業務運営の財源として国から交付される資金のことをいいます。
国立大学法人（大学共同利用機関法人を含む90法人）

■特殊要因運営費交付金　 ■特別運営費交付金　 ■一般運営費交付金

20年度19年度18年度17年度16年度 21年度

1,2881,2881,3781,3781,4311,4311,3831,3831,3051,305

1,1661,166

790790781781800800786786741741
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9,7359,7359,8849,8849,9839,98310,14810,14810,36910,369
9,6669,666

11,81311,81312,04312,04312,21412,21412,31712,31712,41512,415

11,69511,695

22年度

1,1541,154

873873

9,5589,558

11,58511,585

（億円）

出典：文部科学省データ 注）各金額は単位未満を切り捨てているため、計は一致しない場合があります。

・大学の努力と成果に応じる経費は継続的に増額しています。
・総額及び一般運営費交付金は毎年減額となっています。
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・総額は6年間で65億円、率にして14.5％の減少となっています。

出典：OECD, Education at a Glance 2010
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日本の高等教育への公財政支出は対GDP比では、OECD加盟国（２８か国）中２７位となっています。（平均1.0％に対して日本は0.5％）

OECD各国平均1.0%OECD各国平均1.0%

・特殊要因運営費交付金～毎年度所要額が異なる退職手当等義務的経費、建物新営に伴う移転費・最低限の設備（椅子・机、等）購入費など
・特別運営費交付金～新たな教育研究ニーズに対応した各大学の個性や特色に応じた意欲的な取組みを重点的に支援する経費

　平成21年度の研究関係経費の総額は237億円で、常勤教員一人当たりに
換算すると約1,140万円になります。
　研究経費は、目的積立金の積極的活用と科学技術振興調整費の補助金化に
よって12億円増加していますが、受託研究等経費は6億円の減少、科学研究
費補助金等も、21世紀COEプログラム（16年度採択分）の終了により3億
円減少しています。

研究関係経費の内訳	 （単位：億円）

区　　　分 20年度 21年度
研究経費 84 96
受託研究等経費 72 66
科学研究費補助金等（直接経費） 59 56
損益外減価償却相当額※ 19 19

合　　　計 234 237
※損益計算書に計上されていない経費で、国から出資された資産
（１／２を研究用資産としています）や施設費補助金、目的積立
金を財源に取得した研究用資産の減価償却費です。

教員一人当たりの研究関係経費（年間）：約1,140万円
研究関係経費（237億円）÷常勤教員数（2,079人）

注）各金額は単位未満を切り捨てているため、
計は一致しない場合があります。

本学のより詳細な財務情報は本学ホームページで公表しています。

受託研究・共同研究に関する情報：北海道大学ＨＰトップ

△

研究・産学連携

△

受託研究、民間等との共同研究

寄附金に関する情報：北海道大学ＨＰトップ

△

研究・産学連携

△

寄附金

北大フロンティア基金に関する情報：北海道大学ＨＰトップ

△

北大フロンティア基金

　平成21年度に、学生の教育に要した経費の総額は、213億円です。この
経費の財源は学生納付金収入の他、運営費交付金や外部資金等様々な資金
によるものですが、学生が納める授業料、入学料、検定料の総額は103億
円となっており、半分以上は運営費交付金や外部資金等によりまかなわれて
おります。
　ちなみに教育関係経費を学生一人当たりに換算すると年間約120万円とな
ります。

教育関係経費の内訳	 （単位：億円）

区　　　分 20年度 21年度
教育経費 35 41
教育研究支援経費 28 21
損益外減価償却相当額※1 17 18
教員人件費［×1 ／ 2］※2 132 133

合　　　計 212 213
※1	損益計算書に計上されていない経費で、国から出資された資

産（1／ 2を教育用資産としています）や施設費補助金、目
的積立金を財源に取得した教育用資産の減価償却費です。

※2	教員人件費については、１／２を教育に要した経費としてい
ます。

学生一人当たり教育関係経費（年間）約120万円
教育関係経費（213億円）÷学生数（17,786人）
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貸借対照表

損益計算書

資産の部
Ⅰ  固定資産 251,217

1  有形固定資産 246,895
土地 128,133
建物 75,239
構築物 2,509
工具器具備品 16,556
図書 22,199
その他 2,256

2  無形固定資産 805
ソフトウェア 302
その他 502

3  投資その他の資産 3,515
投資有価証券 3,440
その他 75

Ⅱ  流動資産 29,726
現金及び預金 4,599
未収学生納付金収入 161
未収附属病院収入 4,624
未収入金 620
有価証券 19,259
たな卸資産 33
医薬品及び診療材料 369
その他 57

資産合計 280,943

負債の部
Ⅰ  固定負債 59,590

資産見返負債 37,972
長期寄附金債務 175
債務負担金 16,296
長期借入金 112
引当金 140
長期未払金 4,893

Ⅱ  流動負債 26,813
運営費交付金債務 　　　　－
寄附金債務 6,929
前受受託研究費等 625
１年以内返済債務負担金 2,373
１年以内返済長期借入金 28
未払金 14,538
その他 2,319

負債合計 86,404
純資産の部

Ⅰ  資本金 154,720
Ⅱ  資本剰余金 14,012
Ⅲ  利益剰余金 25,805

目的積立金 4,059
積立金 16,412
当期未処分利益 5,334

純資産合計 194,538
負債・純資産合計 280,943

Ⅰ		業務活動によるキャッシュ・フロー 13,319
原材料、商品又はサービスの
購入による支出 △ 26,977

人件費支出 △ 46,110
立替金の増加 △ 5
その他の業務支出 △ 3,641
運営費交付金収入 39,295
学生納付金収入 10,191
附属病院収入 22,876
受託研究等収入 6,179
受託事業等収入 509
補助金等収入 5,717
寄附金収入 2,904
研究関連等収入 1,284
その他 1,094

Ⅱ		投資活動によるキャッシュ・フロー △	10,235
有価証券の取得による支出 △ 118,866
有価証券の償還による収入 116,840
定期預金の取得による支出 △ 6,500
定期預金の払戻による収入 9,500
有形固定資産の取得による支出 △ 15,639
有形固定資産の除却による支出 △ 461
無形固定資産の取得による支出 △ 272
有形固定資産の売却による収入 0
施設費による収入 5,001
利息及び配当金の受取額 163

Ⅲ		財務活動によるキャッシュ・フロー △	5,115
国立大学財務・経営センター
債務負担金の返済による支出 △ 2,465

長期借入金の返済による支出 △ 28
ファイナンスリース債務の返済による支出 △ 1,638
利息の支払額 △ 982

Ⅳ		資金に係る換算差額 －

Ⅴ		資金増加額（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ+Ⅳ） △	2,031

Ⅵ		資金期首残高 5,130

Ⅶ		資金期末残高（Ⅴ+Ⅵ） 3,099

キャッシュ・フロー計算書

Ⅰ		業務費用 42,215
⑴ 損益計算書上の費用 85,882

業務費 80,430
一般管理費 3,709
財務費用 973
臨時損失 769

⑵ （控除）自己収入等 △ 43,667
授業料等収益 △ 8,193
附属病院収益 △ 23,421
受託研究等収益 △ 6,370
受託事業等収益 △ 459
寄附金収益 △ 2,131
資産見返授業料戻入 △ 438
資産見返寄附金戻入 △ 1,532
財務収益 △ 118
雑益 △ 937
臨時利益 △ 63

Ⅱ		損益外減価償却等相当額 3,649

Ⅲ		損益外減損損失相当額 6

Ⅳ		引当外賞与増加見積額 △	7

Ⅴ		引当外退職給付増加見積額 △	101

Ⅵ		機会費用 2,370
・国又は地方公共団体の無償又は減額

された使用料による貸借取引の機
会費用

90

・政府出資の機会費用 2,279

Ⅶ		（控除）国庫納付額 －

Ⅷ		国立大学法人等業務実施コスト 48,133

　平成21年度は、第1期中期目標期間の最終年
度にあたり、運営費交付金債務等の精算を行いま
す。
　また、利益処分についても、通常年度とは異な
り、当期総利益及び目的積立金残額を全て積立金
へ振り替えます。

（単位：百万円）

Ⅰ		当期未処分利益 5,334
当期総利益 5,334

Ⅱ		積立金振替額 4,059
目的積立金 4,059

Ⅲ		利益処分額
積立金 9,393

（単位：百万円）（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

利益の処分に関する書類

経常費用 85,113
業務費 80,430

教育経費 4,126
研究経費 9,613
診療経費 13,700
教育研究支援経費 2,082
受託研究費 6,174
受託事業費 449
人件費 44,284

一般管理費 3,709
財務費用 973

経常収益 87,977
運営費交付金収益 37,762
授業料等収益 8,193
附属病院収益 23,421
受託研究等収益 6,370
受託事業等収益 459
寄附金収益 2,131
施設費収益 390
補助金収益 3,736
資産見返負債戻入 3,168
財務収益 118
雑益 2,222

経常利益 2,863

臨時損失 769
固定資産除却損 632
その他臨時損失 136
臨時利益 3,102

運営費交付金収益 2,906
承継剰余金債務戻入 133
その他の臨時利益 63

当期純利益 5,196

目的積立金取崩額 137

当期総利益 5,334

国立大学法人等
業務実施コスト計算書
　国立大学法人は、その業務を行うために、納
税者である国民から、財産（税金・土地・建物等）
を負託されています。
　このため、「業務実施コスト計算書」を作成し
て、最終的に国民の負担となるコストを示してい
ます。
　民間企業にはない財務諸表です。

受託研究・共同研究

教育関係経費

研究関係経費

北大フロンティア基金

寄附金

公財政支出


